
管 理 不 全 空 家 等 に つ い て 

１ 空家特措法改正 

 近年増加の一途をたどる空家及び管理不全空家等が地域住民の生活環境にもたらす

防災、衛生、景観等への深刻な影響を背景に、「活用の拡大」「管理の確保」「特定空家等

の除却等」の三本の柱で、総合的に対策を強化することを目的とした空家等対策の推進

に関する特別措置法の一部を改正する法律が令和５年６月１４日に公布され、同年１２

月１３日より施行されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 管理不全空家に対する措置 

ア 現行の特定空家等に加え「そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなる

恐れのある状態にあると認められる空家等」という新たな定義が追加されました。 

イ 当該空家所有者等に対して、市は「助言又は指導」及び「勧告」を行うことがで

きることになりました。「勧告」を受けた管理不全空家等に係る敷地は住宅用地特

例の対象から除外されることとなります。 

⑵ 特定空家等及び管理不全空家等の判断について 

ア 法改正に併せ、『措置に関する適切な実施を図るために必要な指針』が示されま

したが、国は「一律の判断基準は設けず、適宜固有の判断基準を定めること等によ

り管理不全空家等及び特定空家等に対応することが適当である」と述べるにとどま

り、国から統一的な基準は示されませんでした。 

イ 具体的な認定に当たっては、国のガイドラインに準拠しつつも、最終的に各自治

体が自ら判断していく必要があります。 

⑶ 認定について 

法改正で設けられた制度及びその考え方を踏まえ、次項の認定に当たっての手続き

の流れに沿って、市が認定基準※を定めたうえで一次判断を行い、さらに総合的見地

から二次判断を実施のうえ、これらを特定空家等若しくは管理不全空家等に認定して

いきたいと考えています。 

※ 認定基準については、現在、市において案を策定しており、次回協議会にてご審議いただきたいと考えてお

ります。 

２ 認定に当たっての手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 本市の取組み予定 

期 間 内 容 協議会開催 

令
和
７
年 

４月～６月 認定基準の調査研究  

７月～９月 認定基準（案）の作成  

１０月中旬 管理不全空家等の認定基準（案）の確認 第１回 

１１月～翌１月 管理不全空家等の認定基準（最終案）確認  

令
和
８
年 

２月下旬 管理不全空家等の認定基準（最終案）確認 第２回 

３月 認定基準の策定  

※ 県の動向により、変更になる可能性があります。 

良 

悪 

状 
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空き家の発生 

管理不全空家 
New 

特定空家 
※1 

指導→勧告 

指導→勧告→命令→代執行 

住宅用地特例の解除 
※土地の固定資産税が増額 

※２ 

※１ … 次の状態にある空家等のこと（法第２条第２項） 

⑴ そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる恐れのある状態 

⑵ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となる恐れのある状態 

⑶ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

⑷ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

※２ … 住宅用地の固定資産税が最大１/６まで減額される。 

現地調査

• 国が策定した「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関す
る適切な実施を図るために必要な指針」に基づき現地調査を実施

一次判断

• 同別紙の各該当項目を基に、特定空家等か、管理不全空家等とすべ
きか、そのいずれにも該当しないか等を一次判断

二次判断

• 管理不全空家等と判断された場合、管理不全空家等と認定後、本協
議会にて報告

• 特定空家等と判断された場合、本協議会への審議を求め、特定空家
等と認定

資料２－１ 


